令和５年３月
大阪府国民健康保険給付費等交付金に関する関係法令等
○国民健康保険法（抄）
（調整交付金等）

第七十二条　国は、都道府県等が行う国民健康保険について、都道府県及び当該都道府県内の市町村の財政の状況その他の事情に応じた財政の調整を行うため、政令で定めるところにより、都道府県に対して調整交付金を交付する。

２　前項の規定による調整交付金の総額は、次の各号に掲げる額の合算額とする。

一　第七十条第一項第一号に掲げる額（同条第二項の規定の適用がある場合にあっては、同項の規定を適用して算定した額）及び同条第一項第二号に掲げる額の合算額の見込額の総額（次条第一項において「算定対象額」という。）の百分の九に相当する額
二　（略）
３　国は、第一項に定めるもののほか、被保険者の健康の保持増進、医療の効率的な提供の推進その他医療に要する費用の適正化等に係る都道府県及び当該都道府県内の市町村の取組を支援するため、政令で定めるところにより、都道府県に対し、予算の範囲内において、交付金を交付する。
（都道府県の特別会計への繰入れ）

第七十二条の二　都道府県は、都道府県等が行う国民健康保険の財政の安定化を図り、及び当該都道府県内の市町村の財政の状況その他の事情に応じた財政の調整を行うため、政令で定めるところにより、一般会計から、算定対象額の百分の九に相当する額を当該都道府県の国民健康保険に関する特別会計に繰り入れなければならない。

２　（略）
（国民健康保険保険給付費等交付金）

第七十五条の二　都道府県は、保険給付の実施その他の国民健康保険事業の円滑かつ確実な実施を図り、及び当該都道府県内の市町村の財政状況その他の事情に応じた財政の調整を行うため、政令で定めるところにより、条例で、当該都道府県内の市町村に対し、当該市町村の国民健康保険に関する特別会計において負担する療養の給付等に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用について、国民健康保険保険給付費等交付金を交付する。

２　前項の規定による国民健康保険保険給付費等交付金の交付は、都道府県国民健康保険運営方針との整合性を確保して行うよう努めるものとする。
○大阪府国民健康保険保険給付費等交付金条例（妙）

(趣旨)

第一条　この条例は、国民健康保険法(昭和三十三年法律第百九十二号。以下「法」という。)第七十五条の二第一項並びに国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令(昭和三十四年政令第四十一号。以下「令」という。)第六条第二項及び第三項の規定に基づき、法第七十五条の二第一項の規定により府が交付する国民健康保険保険給付費等交付金に関し必要な事項を定めるものとする。
 (特別交付金の交付)

第三条　令第六条第一項の特別交付金は、次に掲げる額の合算額を市町村に対して交付する。

一　令第六条第六項第一号、第二号、第四号及び第五号に掲げる額の合算額

二　法第七十二条の二第一項の規定により毎年度国民健康保険に関する特別会計に繰り入れる額のうち市町村における財政の状況その他の事情に応じて知事が定めるところにより当該市町村への交付に充てられる部分に相当する額
〇大阪府国民健康保険保険給付費等交付金交付要綱
（交付額）

第５条 保険給付費等交付金の交付額は、次の各号に掲げる保険給付費等交付金の種類に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

一 普通交付金

（略）
二　特別交付金

　 次に掲げる額の合算額とする。

イ　特別調整交付金

　条例第３条第１号における算定政令第６条第６項第１号（調交省令第６条第１号ハからヌまで及びヲ（大阪府知事が定めたものに限る。）並びに附則第７条第２号又は第３号に掲げる額の合計額を除く。）の額とし、交付条件等は別途通知するものとする。

ロ　国民健康保険保険者努力支援制度に係る交付金

条例第３条第１号における算定政令第６条第６項第２号の額とし、交付条件等は別途通知するものとする。

ハ　特定健康診査等負担金

条例第３条第１号における算定政令第６条第６項第４号及び第５号の額とし、交付条件等は別途通知するものとする。

ニ　条例第第３条第２号の額（以下、「府繰入金」という。）とし、交付条件等は別途通知するものとする。

○国民健康保険法の国庫負担金等の算定に関する政令
（調整交付金等）

第四条　法第七十二条第一項に規定する調整交付金は、普通調整交付金及び特別調整交付金とする。

２　（略）
３　特別調整交付金は、災害その他特別の事情がある都道府県に対し、厚生労働省令で定めるところにより交付する。

４　（略）
５　特別調整交付金の総額は、法第七十二条第二項に規定する調整交付金の総額の九分の二に相当する額とする。

６　（略）
７　法第七十二条第三項に規定する交付金は、毎年度、被保険者の健康の保持増進、医療の効率的な提供の推進その他医療に要する費用の適正化等に係る取組を行う都道府県及び当該取組を行う市町村が属する都道府県に対し、厚生労働省令で定めるところにより、当該取組の状況に応じて交付する。
（国民健康保険保険給付費等交付金）

第六条　法第七十五条の二第一項の国民健康保険保険給付費等交付金（以下「国民健康保険保険給付費等交付金」という。）は、普通交付金及び特別交付金とする。

２　（略）
３　都道府県は、条例で定めるところにより、毎年度、当該都道府県内の市町村に対し、当該市町村の財政状況その他の事情に応じ、第一項の特別交付金（第六項第三号において「特別交付金」という。）を交付するものとする。
４～５　（略）
６　第三項の規定により交付する額は、当該年度における次に掲げる額の合算額とする。

一　法第七十二条第一項の規定による調整交付金（当該市町村における災害その他特別の事情に応じて交付される部分に限る。）の額

二　法第七十二条第三項の規定による交付金（当該市町村が行う被保険者の健康の保持増進、医療の効率的な提供の推進その他医療に要する費用の適正化等に係る取組に応じて交付される部分に限る。）の額
三　法第七十二条の二第一項の規定による繰入金（当該都道府県の条例で定めるところにより、当該市町村における財政の状況その他の事情に応じた特別交付金の交付に充てられる部分に限る。）の額

四～五　（略）
７～８　（略）
